
新地町空き家・空き地バンク実施要綱 

 

 (目的) 

第１条 この要綱は、新地町における空き家の有効活用のため、新地町への定住を促

進し、地域の活性化を図るとともに、新地町内の空き地(都市計画法第８条に定め

る居住可能な用途地域内に限る。以下「空き家等」という。)の有効活用を通じて、

市街地の形成を促進するため、新地町空き家・空き地バンク制度について必要な事

項を定めるものとする。 

 (定義) 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号の定

めるところによる。 

(１) 空き家 居住を目的として建築され、かつ、現に居住の用に供されていない

建物及び空き家となる予定の建物をいう。 

(２) 空き地 現に所有者等が使用しておらず、かつ、建物がない宅地(宅地建物

取引業法(昭和２７年法律第１７６号)第２条第１号の宅地をいう。)をいう。た

だし、国又は地方公共団体が所有するものを除く。 

(３) 所有者等 空き地に係る所有権その他の権利により、当該空き地の売却又は

賃貸を行うことができる権利を有する者をいう。ただし、宅地建物取引業者(宅

地建物取引業法第２条第３号に規定する宅地建物取引業者をいう。以下同じ。)

を除く。 

(４) 空き家・空き地バンク 空き家等の売買、賃貸を希望する所有者等からの申

込みを受けた情報を町内への定住等を目的として空き家等の利用を希望する者に

対し提供する制度をいう。 

(適用上の注意) 

第３条 この要綱は、空き家・空き地バンク以外による空き家等の取引を妨げるもの

ではない。 

(登録申込等) 

第４条 空き家・空き地バンクに空き家等を登録しようとする所有者等(以下「登録

申込者」という。)は、空き家・空き地バンク登録申込書(第１号様式)により町長

に申し込むものとする。 



２ 町長は、前項の規定による登録申し込みがあったときは、その内容等を確認の上、

適切であると認めたときは、登録番号を付して、空き家・空き地バンク登録台帳

（空き家用）(第１号様式の別紙１)または空き家・空き地バンク登録台帳（空き地

用）(第１号様式の別紙２)に登録するものとし、空き家・空き地バンク登録完了書

(第２号様式。以下「登録完了書」という。)により当該登録申込者に通知するもの

とする。 

３ 町長は、前項の規定による登録をしていない空き家等で空き家・空き地バンクに

よることが適当と認めるものは、当該所有者等に対して同制度による登録を勧める

ことができる。 

４ 登録の有効期間は、登録した日より２年を経過した年度の属する３月３１日まで

とする。ただし、改めて登録の申し込みを行うことにより、再登録することができ

る。 

５ 登録申込者が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律(平成３年法律

第７７号)第２条第６号に規定する暴力団員(以下「暴力団員」という。)及び反社

会的勢力であるときは、空き家・空き地バンクの登録ができないものとする。 

(登録事項の変更) 

第５条 前条第２項の規定による登録完了書の通知を受けた登録申込者(以下「登録

者」という。)は、当該登録事項に変更があったときは、空き家・空き地バンク登

録変更届出書(第３号様式)に登録事項の変更内容等を記載し、町長に届け出なけれ

ばならない。 

(登録の取消し) 

第６条 登録者は、当該登録を取り消すときは、空き家・空き地バンク登録取消届出

書(第４号様式)を町長に届け出なければならない。 

２ 町長は、登録者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該登録物件の登録を

削除するとともに、空き家・空き地バンク登録取消通知書(第５号様式)により当該

登録者に通知するものとする。 

(１) 空き家・空き地バンク登録取消届出書の提出があったとき。 

(２) 当該空き家等にかかる所有権その他の権利に異動があったとき。 

(３) 登録の有効期間を経過したとき(再登録があったときを除く。)。 

(４) 暴力団員及び反社会的勢力であると認められたとき。 



(５) 前４号に掲げるときのほか、町長が適当でないと認めたとき。 

(空き家等情報の公表) 

第７条 町長は、町のホームページへの掲載、閲覧その他の有効と考えられる関係機

関へ情報の一部を公開するものとする。 

(利用登録) 

第８条 登録物件について、詳細情報の提供又は交渉等の申し込みを希望する者(以

下「利用申込者」という。)は、空き家・空き地バンク利用登録申込書(第６号様

式)により町長に申し込むものとする。 

２ 町長は、前項の規定による利用申込があったときは、その内容を審査し、次の各

号のいずれかに該当する者であると認めたときは、空き家・空き地バンク利用台帳

(第７号様式。以下「利用台帳」という。)に登録するものとする。 

(１) 登録物件に定住し、又は生活拠点とする者 

(２) 登録物件に定住し、又は定期的に滞在して、新地町の自然環境、生活文化等

に対する理解を深め、地域住民と協調して生活できる者 

(３) 登録物件に定住し、又は定期的に滞在して、経済、教育、文化、芸術活動等

を行うことにより、地域の活性化に寄与できる者 

(４) 暴力団員及び反社会的勢力でない者 

(５) 前４号に掲げる者のほか、町長が適当と認めた者 

３ 町長は、前項の規定による登録をしたときは、空き家・空き地バンク利用登録完

了通知書(第８号様式。以下「利用登録完了書」という。)により当該利用者に通知

するものとする。 

(利用登録の変更) 

第９条 利用者は、当該利用台帳の登録事項に変更があったときは、空き家・空き地

バンク利用登録変更届出書(第９号様式)に登録事項の変更内容を記載し、町長に届

け出なければならない。 

(利用登録の取り消し) 

第10条 利用者は、当該登録を取り消すときは、空き家・空き地バンク利用登録取消

届出書(第１０号様式)を町長に届け出なければならない。 

２ 町長は、利用者が次のいずれかに該当するときは、当該利用台帳の登録を削除す

るとともに、空き家・空き地バンク利用登録取消通知書(第１１号様式)により当該



登録者に通知するものとする。 

(１) 空き家・空き地バンク利用登録取消届出書の提出があったとき 

(２) 第８条に規定する要件を欠いている者 

(３) 空き家等を利用することにより、公の秩序を乱し、又は善良な風俗を害する

恐れのある者 

(４) 申込内容に虚偽のあった者 

(５) 利用登録日から２年を経過した年度の属する３月３１日を経過したとき(た

だし、改めて登録の申し込みを行うことにより、再登録をすることができるもの

とする。) 

(６) 前各号に掲げる者のほか、町長が適当でないと認めた者 

(交渉の紹介) 

第11条 登録物件の利用交渉の紹介を希望する者は、空き家・空き地バンク登録物件

交渉申込書(第１２号様式)及び誓約書(第１３号様式)により町長に申し込むものと

する。 

２ 町長は、前項の申し込みを受理したときは、その内容を審査した上、登録物件交

渉通知書(第１４号様式)により登録物件の登録者に通知するものとする。当該登録

者の代理若しくは媒介を行う者があるときは、その者に対して同等とする。 

３ 前項の通知を受けた登録者又は登録者の代理若しくは媒介を行う者は、遅滞なく

利用者に回答するとともに、町長にその交渉結果を登録物件交渉結果報告書(第１

５号様式)により報告するものとする。 

(登録者と利用者の交渉) 

第12条 町長は、登録者と利用者の登録物件に関する交渉及び売買、賃貸等の契約に

ついては、直接これに関与しないものとする。 

(助言) 

第13条 町長は、登録者又は利用者に対して必要な助言をすることができる。 

(委任) 

第14条 この要綱の定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

附 則 

この要綱は、公布の日から施行する。 

 


